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アジア・太平洋戦争期の日本海海上輸送
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Abstract

ThispaperisaresearcllOntheplan,system alldactualConditionsofthesearoute

navigationduringtheAsianPacificWayH銅 損945).owingtoJapan-sneed餌 import
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becamemuetlmoreimportanttocarTYSupplies.
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はじめに

本稿ではアジア ･太平洋戦争期 (i940年 12月から 1945年 8月まで)における日本海海上

輸送について検討する｡ 物資動員計画の中にE3本海の海上輸送がどのように位置づけられたの

か､海運統制が進展する甲どのような体制で実際の運航がなされたのか､ E3本海海 ヒ輸送の実

態はどのようなものであったのか､さらには日本海沿岸の地域にどのような影響をもたらした

かを明らかにしたい｡

海上輸送の研究は､海運業に関するものと経済活動上の海上輸送に関するものと､大きく2

つに 分 類 することができるO海運業に関する研究では､船舶の種類､運賃の決定､運航の実際､

輸 送 の 需要と供給など海上輸送業務そのものを対象 とした｡経済活動上の海上輸送についての

研究は､海運の推移､他産業との関連､経済-の影響を主な対象 としていた l)｡

アジア や太平洋戦争期の海上輸送に関する先行研究には次のようなものがあるo 原朗の ｢太

平洋戦争期の 日本経済｣は ｢戦時経済｣あるいは ｢戦争経済｣の視点から検討 している｡ 原は､

船舶不足によって ｢海上輸送力の不足｣ 及び ｢内外航路の途 絶｣が引き起こされ 日本 経 済が崩

壊 していった状況を述べ､海上輸送カ の脆弱性を指摘してい る2'｡
｢海上輸送力｣を正面から取 り上げ て いるのは古川由美子の ｢アジア ･太平洋戦争中の 日 本

の海上輸送力増強策｣の研究であるO古川は海上輸送の研究動向を詳細に検討 した｡ 考察 を必

要 とする課題の一つに､戦間期の海運政策の対象となった物資輸送に関しての研究 を あげて い

る｡古川は戦時中に最大の陸路 となった海上輸送 カ の 研 究をとお して戦時経済政策の特質､矛
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膚の構造 を検討 した｡直接的増強策 として ｢船舶数の実際の増加一造船｣､間接的増強策とし

て ｢離摘自使用節約-使用する側 の節約 と運航能率の向上､港湾荷役上 ｢輸送手段の変化｣皮

び ｢輸送航路の変化｣に区分 して考察 した｡ ま た 古川は当該論文の第 5章で ｢大陸中継と日本

海側輸送｣で､戦局の激化により ｢南鮮中継 j か ら ｢北 鮮中継｣-と輸送経路が北部-移動 し

たこと､日本海側港湾には ま944年に大陸中継 輸 送 の 受 入港 としての意義が加わり､45年には

日本海側港湾の強化が実施されたとしている 3)0 ｢南鮮中継｣から ｢北鮮中継｣-の移行にあ

わせて実施された日本海北部港湾の利用や空襲激化による戦争末期の中小港湾-の荷揚げ分散

は､臨機の対応であったとしているo青)侶ま資料として主に ｢戦時海運関係資料｣(東京大学

経済学部図書館所蔵)､リし田嘉明文書｣(早稲田大学現代政治経済研究所所蔵)および ｢柏原

平太郎文書｣(国会図書館憲政資料室マイクロフィルム)を使用 した｡それ らからほ戦時中の

国家の基本政策や物資動員計画､関係官庁の方針を読み取ることができる｡ しか し軍部の動向

や産業内部の事情､盛工業以外の産業の様子､地方U)状況を知ることはできない｡

風間秀人は確津港を中軸とするE3本海ル- トぴ)位置づけを次のように示した0 1942年 12月

より開始された大陸転稼輸送が､43年度に本格的に実施された｡舶 年 4月に開催された第-

回大陸鉄道輸送協議会で､南鮮諸港で対応できない貨物については北鮮及び大連ルー トに依る

とし､大連港と北鮮諸港からの海上ル- トを補助経路とした043年度の輸送実績をみると清

洲 ･中岡占領地からの対口物資供給は海 ヒル- 卜がむ しろ中心であったとしている0

本稿ではこれらを踏まえ､物資動員計画において日本海海 上輸送がどのように位置づけられ

たかについて､『後期物資動員計画資料』､『船舶運営会会史』や参謀本部編 『敗戦の記録』(明

治百年史叢書､原潜房､1979年)などを用いて検討するo

また輸送の実態については､3ACAR(アジア歴史資料センター)の昭和 16年か ら 18年の ｢大

東亜戦争徴傭船舶行動概見表｣や 『巨ヨ本海汽船株式会社五十年史』などの資料を用いて､使用

船舶や積荷､搭載港､挽陸港などを明らかにし､また地域の視点から日本海海上輸送がおよぼ

した影響を検討したい｡

1 物資動員計画と田本海海上輸送

本章では､物資動員計画 (以下 ｢物動計画｣という｡)が輸送物動といわれた 1941(昭和 16)

年 12月から 1945年度第 1･四半期までの間について､日本海海上輸送が物動員計画の中でど

のように位置づけられてきたかを海事行政にも触れながら検討 したいo

海運及び造船を国家で管理するために､1941(昭和 16)年 8月 19日戦時海運管理要綱が閣

議決定された｡この要綱は r戦時海上輸送の完遂を期 し本邦全船舶の一元的運航上 ｢船員の

臨戦態勢の確立上 ｢船舶､船員及び造船は戦時中同家においてこれを管理｣ しようというも

のであった4)oまた海事行政機構では､呈937(昭和 12)年 9月に制定された ｢臨時船舶管理法｣
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の円滑な実施を図るため､38(昭和 13)年 旦0月には逓信省管船局 に航務課を新設 し､その後

も漸次 整 備 拡充 した 5)0 41(昭和 16)年 1月には管船局は総務 B輸送 ･造船 ･海務など 日 課

に拡 充 さ れ た｡また海 事行政の円滑な推進を図るため､海運会社の社員を多数嘱託 とした 6)0

日 )企画院物動計画と行政機構整備期 日941年12月-1943年10月)

ここでは､企画院が所管 した物動計画を海上輸送に着 目して整理するとともに､海運統制を

実施する行政機構の整備状況をみてみよう｡

ア 物動計画

(ア)昭和16年度物動計画

昭和 16年7月9日 ｢昭和 は年度物資動員計画策定方針 附生産拡充緊急対策jが閣議決定

さ れ た o 配 当 策定要領では供給力の基本 となる海上輸送力の基準産出表が別に定められた 7)｡

日 本 海 海 上輸送に関連 しては､朝鮮東海岸の配船についての次のような記述がみ られる｡｢朝

鮮 東 海岸二対スル配船ハ機雷等ノ状況二鑑 ミ興南及元山二対スルー部配給ヲ行フノミニ止ムル

モノ トシ元山ハ北鮮 (東岸) ヨリノ陸運二対スル中継点 トス｣ 8)O元山が中継点 となったため

清津､羅津 と新潟､敦賀などを結ぶ 日本海航路-の配船が大 幅 に減少 した｡

(イ)昭和17年度物動計画

政府は､1942(昭和 17)年 4月 20日 ｢昭和 息7年度物資動 員計画及各四半期物資動員実施

計画ノ策定二関スル件｣ を決定 した｡ この中で海上輸送を要する物資の配船計画 との合致が方

針 として示 された 9)｡7月には､船舶輸送に加 え､中国､朝鮮経由の鉄道輸送重視の方針が班

された｡42(昭和 17)年 7月 21目付け企画院第六部作成の ｢朝鮮積A船利用二閑スル実施計

画jによると､同年 8月以降の実施計画数畳は次のとお りであった0①滑津積北陸揚 且射 00

トン (主に銑鉄､銅及び銅鉱､パルプ､マグネシアクリンカ-など)②興南積 北陸線 3,且00 ト

ン (主にマグネシアクリンカー､硬化油､亜鉛及亜鉛鉱など)､③元山積北陸線 4,200トン (秩

鉱石､銅及銅鉱､蛍石)､④兼二滴積阪神揚 5,000トン､⑤釜山積阪神又 は関門揚 呂,500トンで

あった｡朝鮮大豆､米糠その他の物資は釜山積に努めるとされた｡また内地の鉄道輸送力の関

係で､京浜向けの物資は新潟､伏木で､阪神向けは敦賀に揚陸するとされた｡興商機の硫安及

び硫燐安は定期船での輸送が予定された 柑)o 北鮮諸港も朝鮮 として-括 して扱われていた｡

(ウ)昭和18年度物動計画

昭和 逢8年度の物動計画は 1943 (昭和 18) 年 4 月 30日に決定 したが､輸送力不足は前年 度

以上に深刻 となったo昭和 17年度から実施 された船舶輸送を陸 上 輸送に切 りかえる陸送 移 転

の方針は､昭和 18年度物動計画ではさらに積極的に推進 された 1㌔ 6月に企画院は､鉄 鋼 の

減産補填対策の-つ として ｢京浜向製鉄用北支炭 }裏 日本揚 ヲ強行実施｣ を計画 したo｢裏 日

本各港二於ケル接岸荷役設備｣の緊急実施 と､｢上越線 ノ貨物輸送力 ノ画期的増強｣を行い､
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北 支炭 を京浜線 か ら裏 日本 に 中継 転移する計画であった｡船舶の海上危険率の低減 と､40%

程度の船腹稼行率 向上より､北支族輸送量を増加 させ､それを鉄鋼の増産用に充てる計画であ

った｡更に銑鉄 と鉄鉱石の一部を陸送転移 し約 30万総 トンの海 ヒ輸送力捻出が企図された u)a

この時期の 日本海海 ヒ輸送は､船舶が不足するなか陸送転移が積極的に進められた状況を確

認することができた｡ これまで陸送転移は ｢商鮮中継｣として認識 されていたが､物動計画を

詳細に検討すると､北鮮諸港の利用も含まれてお り､裏 日本各港の中継 も期待 されていた｡ こ

の後 ｢北鮮中継｣が ｢南鮮中継｣か ら分離 され注 目されることになる｡

イ 義務院の設置

1941(昭和 16)年 8月間議決定された ｢戦時海運管理要綱｣は､船舶 ･船員および造船を

戦時中国家で管理すると定め､これに対応するため政府機構が整備 された 13き｡アジア 8太平洋

戦争開始直後の 及2月 i9E3に逓信省管理局が改組 され逓信省の外局 邑確)である海務院が設立さ

れた ")｡海事行政は軍の作戦行動 と密接な関係をもって進められるようになり榔､海軍主導の

国家管理体制 となったo海 上輸送計画に関 しては､42(昭和 17)年 5月以降は海霧院と運営

会 との協議によって計画が立案された 17)0

地方官庁として神戸･横浜8門司8名品J屋 8函館海霧院が設置された｡ 新 潟 に は 横 浜 海 務 局

新潟支局が､伏木及び敦賀には名産▲屋海霧屈伏木支局及び閲敦賀支局 が 置 か れ た 18㌔

ウ 船舶運営会の設立

i942(昭和 17)隼3月 25日 ｢戦時海運管理令｣が ｢戦時海運管理令施行規員服 とともに公

布されたOその骨子は､①政府は寧徴傭船を除 く日本の全船舶を使用する､②使用船舶は船舶

運営会に貸し下げ同会で運航を掌る､③船舶運営会の下に運航実務者を置 き ､ 船 舶の運航実務

を処理 させ､一定の事務処理手数料を支払 う｡運航実務者は構成員中より任 命 す る､④政府は

船員を徴用 し船舶運営会の運航する船舶に乗船 させる､とい うものであった -9)0

船舶運営会は 4月 1日に戦時海運管理令に基づいて設立されたoその 目的は ｢戦時における

海運の総力を巌も有効に発揮せ しむるため､且つ海運に関する因第g)遂行に協力する｣ことで

あった 20)｡実務は 5月 1日に開始 されたo船舶運営会支部機構は､当初､横浜市､神戸市､大

連市などに 9支部が､函館､大阪､滑津､南京などに 日 出張所が置かれたOその後 大 阪 ､ 青

島､南京の 3出張所を支部に､新潟､伏木､釜山､サイゴン､バンコクの駐在員制を出張所 に

昇格させた 2"o現地機構を拡充整備 して軍､官､運航実務者､荷主等関係者 との連携を密にし

名称 萱 所在地 管轄区域 蔓 主要港 ぎ 主務者

伏木駐在所 蔓高閲市伏木湊町

i敦賀駐在所 救嚢市泉 日本海汽船支店内 福井､京私 鉄線桃射､葦敦臥 小浜､舞鶴､宮軌 境顧慮 穎汲成鍍北遺 書清 浄 ､ 戚 津 ､ 綴 津 ､ 雄 盛 ｣ 鼠 還還 二叫…出張所長 黒滞覆酒練出張所滑津府北里町 朝鮮運送ビル内
i i 嘱託 鈴木酒(朝鮮郵船)

出処:市川猛雄編『国家管理下の我海運 -船舶運営会の解説 - 』く商船兇洋会 ､ 1 9 4 2 年 摘 附 ) O
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て配船の適正､荷役の増強､船舶修繕の合理化を図った 22㌧

船舶運営会のE3本海側地域の出張所 8駐在員とその管轄 区 域は表 lのとお りであった｡

エ 海上輸送計画の策定

海上輸送物資は生産基礎素材から生活必需物資に至るまで多種多様であったが､国防力の維

持増強上の緊要度に厚薄があった｡海務院は､最も重要とされ る物資より優先的に輸送するた

め 22品目 (後に23品鋸 の重要物資を指定したOそれらは石炭､鉄鉱石､銑鋼､塩､非鉄金

属類､セメン ト､油類､紙 書パルプ､綿花及羊毛､機械及車柄､木材､穀類､砂糖､燐鉱石､

飼料､油脂､其他 (後に煉粉乳)などであった23)oこれら以外は雑貨とされ輸送が抑制された｡

雑貨は､軍用品のほか､食料品､金属製品及器具類､薬品類､繊維及同製品類､包装材料､建

築資材及家具類､陶磁器及硝子製品などで24)､大部分は国民生活必需物資であった｡

重要物資は慣行上､輸送の能率上不定期船により輸送され､雑貨は専ら定期船で輸送された｡

輸送計画は次のように策定された｡物資官庁は輸送要求量を企画院 (後には軍需省)と海霧

院 (後には海運総局)に提出した｡海務院は運営会と協議の iT_､年間､期間別の輸送計画を立

案し､企画院に送付した｡企画院は輸送委員会に諮って正式に決定した 2㌔ 決定された計画は

関係諸官庁に送達され､運営会には海務院より実施計画に基づく輸送実施が指令されたO運営

会は保有可動船舶畳を照合し月別編成の配船計画を作成 した｡

く望)軍需省物資動員計画と行政機構再編期 日943年11月-1≦摘5年4月)

ユ943(昭和 18)年 11月 昔日軍需省が設置され物動計画は軍需省総動員局の所管となった｡

ここでは､海上輸送が深刻となるなか大陸物資の確保に向けた輸送計画の推移を検討する｡

ア 物勤計画

(ア)昭和19年度物動計画

昭和 且9年度物資動員計 画 は ､船舶損耗防止用艦艇資材兵器の生産､海陸輸送力増強､食

糧増産施策などを重点とした 26)0 19年度物動計画完遂のための条件に ｢大陸物資の朝鮮中継

輸送-/十九 120万 トン｣が含まれた 27)｡軍需省の 1944 (昭和 19)年 3月 25日大本営政府連

絡会議説明資料によると､昭和 19年度物勤計画の輸送力確保のためには､普通鋼鋼材約 120,000

トンの不足を生じてしまうという｡朝鮮､北支等においては窮迫 してお り､南鮮中継輸送か 朝

鮮内生産活動のための輸送 (鉄鉱､軽金属､石炭等)のいずれかの犠牲が必要な状況であった 2釦o

大陸からの輸送物資は年間 520万 トンの計画であった｡地域別内訳は､北支 息37万 トン､滴

洲 292万 トン､朝鮮 84万 トンで､物資別では石炭 134万 トン､鉄鋼 王37万 トン､非鉄 38 万 ト

ン､塩 59万 トン､大豆 58万 トン､太豆粕 33万 トン､糠穀 18万 トンであった｡この計画実施

に必要となる南鮮港湾の整備拡充は､1945(昭和 20)隼 9月未までに 750万 トンに拡充する

ことを決定していた｡また大陸諸鉄道については､車輪の増強､線路の複線化等を早急に実施
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する必要があったO大陸から輸送する物資の増加 と逼迫する船腹事情か ら南鮮中継の増強が急

務であった 29㌦ 大陸物資の北鮮中継については ｢太豆撤積輸送ノ増強等ヲ勘案シ予メ港湾能力

ヲ考慮 スル }要ア リ就 中 日本海方面港湾二相テハ荷役機械其ノ他港湾施設 ノ増強二相至急整備

ノ蜜アルモ ノ トス｣ と し港 湾 の機械化が必要とされた 3㌔

昭和 19年度交 通 動 員 計 画 策定に関する件で ｢北方並二大陸物資ノ裏 日本q凋経-概ネ現在敦

盛程度 トスルモ南 鮮 中 継 輸 送 ノ 負担ノ軽減並二北方炭ノ輸送増加等ヲ勘案シ可及的之ガ活用二

務ム｣としており31)､ 北 鮮 中継はあくまで南鮮中継 の補完的役割が期待されていた｡

｢昭和十九年度第 三､四半期海 上輸送計画策定要 領｣では陸運転移の徹底 した強化､交錯輸

送の是正､遠距離輸送の抑制を厳正に実施する 32)とした｡①中継計画-の変更､②中継地の

変更､③中継輸送から直送-の変更､④交錯輸送の是正などが輸送計画に盛 り込まれた 33)0

1944(昭和 19)年度の裏 日本各港を揚陸地とする北鮮中継の海 ヒ輸送計画は次のとお りで

あった｡朝鮮物資で主なものは元山及び 三陸からの無煙炭 455,000トン､清浄からの銑鉄 217,000

トン､茂山鉱石 205,000トン､遮湖からの銑鉄 93,000トン､清浄からの粒鉄 32,000トンなどで

合計 1,07号,700トンの輸送を計画 した｡漕洲物資では､羅津から大豆 6鮒,000トン､太豆粕 303,700

トン､雑穀 88,0梱 トン､木材 25,000トン､蛍石 18,000トンなど合計で 音調 6,300トンの輸送を

計画 した0 線陸地地場で消費されるものもあったが､京浜､阪神を中心に鉄道輸送が計画され

たo大 豆 ､ 太豆粕などは九州地方などを除く全国-鉄道輸送が計画された 34}o
(イ)昭和20年度物動計画

軍需省が l幽魂(昭和 豆射 牢 10月に策定した ｢20米穀年度主要食糧需給二関スル検討資料｣
によると､内地 豆薄10万着､靭鮮 1,985万石､台湾 20万着の不足が予想 された｡従来米穀供給
地域であった鞘鰐､台湾も米不足に陥ったO代用食として配給できるのは 甘藷 ･馬鈴薯､内地

産雑穀､溝洲産経穀であったが､いずれも海上輸送力を必要とした｡このため昭和 20年度海

上輸送力配分において､石炭､鉄鉱石､ボ-キサイ トよりも優先された｡第 1･四半期物動実

施計画は 1945(昭和 20)隼 4月 26日に閣議決定された04月 旦6日付け ｢当面物的国力ノ運

用特二食糧及戦備 ノ調整二関スル件説明｣によると､輸送力逼迫のため輸送配分は食糧 と兵器

関係以外は不可能 となり､さらに食糧 と兵器との間も二者択一の状況であった｡このため船舶

の損耗防止､港湾荷役力の向上､大陸資源の非常輸送が必要とされた3㌔

イ 運輸通信省設置と船舶運営会の強化

政府は豆943(昭和 18)年 1旦月 1日､海陸の総合輸送力の緊急かつ徹底的な強化を図るため

逓信 ･鉄道両省を廃止して運輸通信省を設置 した｡海運総局は､船舶 ･造船 ･船員 ･航路標識

書港湾の運営 ･臨港倉庫営業等の事務を所掌 した 36)｡海上輸送カの増強を鼠窺施策とし行政査

察､船舶運営会の強化等の戦時措置が講 じられた 3㌔

翌 44(昭和 潮 年 5月には､運航現場である運営会地方支部強化のため､小樽､京浜､新
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潟､神戸､門司､台北､上海及び南京の運営会 支 部 長 に運営会運航 実務者である主要海運会社

の役員が任命されるとともに権限が強化された 38)O

戦局の緊迫化にともない同年 10月には海運総 局と運 営 会 との 関係をさらに緊密にずるため､

海運総局長官小野猛に運営会総裁を兼任させた 39)｡旦944 (昭 和 19) 年 足1月以降は国家使用船

舶修繕業務の運営会での一元的取り扱いを､45(昭和 20)隼 3 月 には船員待遇官嘉制 の実施に

ともない運営会による船員事務の一元運営を実施 した0 4 月 には汽 船 関係の運航実務者制度を

廃止 し､運営会に実務者の人的 ･物的施設を吸収させ､運航実務を直轄処理させた 40)｡また横

浜､新潟､伏木､神戸､釜山､滑津などに支部が置かれた｡

4月下旬から 5月初旬にかけ､行政査察が行われたO①港湾揚塔カの総合的整備並びに経営

の推進､②港湾防空の強化､③港湾貨物現地措置の推進､とくに奥地疎開並びに中継輸送の確

保を重点とし､第 号班 (主務 :左近司国務大臣)は秋田､山形､新潟を､第 2班 (主班 :安井

国務大臣)は富山､石JE工福井の各港湾を担当し､現地での情勢判断により現地示達を行った｡

新潟港では､一元運営が発動するまでの臨時税塔指揮官を置くこと､揚塔カの最大限の発揮

と､空襲の危険を分散するため､在港頭滞貨を5月 10日までに一掃せよという指示があった｡

具体的には①緊急消費地向け輸送を要する大豆､雑食糧品､洋紙等 20,528 トンは､速やかに

中継輸送手配を行 うこと､②地場消費に充当する藁工品､セメン ト､肥料等 5,868 トンは､消

費者に速やかに引き取らせること､③大陸向要輸送物資硫化鉄鉱､石膏､麻袋等 10,010 トン

は､往航利用により処理すること､④分散疎開を適当とする缶詰､機械等 368トン､102個は

速やかに奥地に搬送することであった｡

伏木港では港湾地帯営業倉庫在庫貨物の処理が指示された｡綿織物 持2,3i3梱)は清洲向輸

出用に約 2,000トン､荷役関係労務者用特配に在庫の約 2%､残 りを配分先に引き取らせるこ

と､人絹糸目3,548梱)､綿糸､スフ糸は速やかに石川､福井県下の機業地に発送すること､残

りの綿織物､入絹織物､交織織物は富山県の民需に配当すること､これらの措置を完遂するた

め農商省の担当官を駐在させること､麻 (3,525 トン)は陸軍で速やかに措置すること､残 り

の在庫貨物は､地場消費向と地金類を除いて荷主に引き取らせることが指示された 41)｡

こ3二･軍による鰯f:Elおよび港湾-元運営期 (1945年5月Ii945生8月t.I

ア 国家船舶及び港湾一元運営

1945(昭和 20)年 1月 25日付けの最高戦争指導会議で了解された第 9号 ｢決戦非常措置要

綱｣により､海上輸送力の増強策として海運行政の抜本的刷新と港湾行赦の-元化､海陸輸送

総合的運営の強化として大陸輸送の一元的運用と中継輸送力の強化など42'が講じられた｡

国家船舶及港湾-元化運営は 4月 19日最高戦争指導会議で 決 定 ､4月 27日に閣議決定され

た｡この要綱では ｢大東亜戦争間における臨時措置｣として､輸 送総塵､種別､順位などを決
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定するため太本営 に戦力会議 を付設 し､大本営 に海 運総 監 部 を設 置 す る こ と､港湾揚塔力の総

合能率発揮のため地方長官 に港湾行政を一元的に所管 させることなどを内容とした 魂う)0

5j当量日に設置 され た海運総監部は､海 ヒ輸送計画､配船､配船準備の計画等を所寧 したO

構成員は陸海軍､軍需省､運通省海運総局､船舶運営会等の職員で編成された｡船舶司令部は

主として陸海寒梅 じ輸送関係者で編成されたo地方実行機関は船舶司令部､地方海運局及び運

営会支部とした 郷｡また日本海側の港湾にも輸送及び港湾揚塔に関する機関が組織化された｡

これらは関係行政権限を軍部に委譲 させるものであった細｡

6月 29日に閣議決定された ｢園内戦場化二律フ運輸緊急対策二関スル件｣は､通信遮断を

想定し輸送 (配船)計画の一部または大部分を現地-の委譲を強化 す るとしたO輸送 摘己船)
計画では船名別配船を行わず現 地 に 委 任 し､独断運用が可能 と な る よう線塔司令部荷捌委員会
を強化すること｡また地方 長 官 等 の 積 極 的援助と責任の強化 と して､長官の認識昂複と地方分
権の強化などを速やかに実施 す る よ う関係省に実施を指示 した 4㌔
地方海事行政機構では､海 霧 局 お よび税関を併合 して横浜､名 首屋､大阪､神戸､門司､新
潟､塩釜､小樽に海運局が置 か れた｡従来海務局が所掌 していた木船の製造および修繕に関す
る事務は都道府県に移管された 47)0
ま945(昭和 20)牢 6月 旦2EH寸けで運輸通信長官部が作成 した ｢昭和 20年度第 一 四半期
太陸物資計画案北鮮中継港別内訳表｣では､黄海航路r恒虹に伴 う北鮮航路-の転換輸送を想 定
していた 畑jEtiか､∴撫川帖 1-う二,000 ト ン ､羅津かLt,大豆用 コ3.()OOトこ､蛍 石7.000卜1,､i吊 恒 ､

ら関東州塩 15,000 ト ン ､ 城 津 か ら 北支撃土 20,00宅日､ン､義山から北支挙上 43,000トンの合 計

140ぅ000トンを輸送する計画 で あ っ た 48㌦ しかし7月 5日伸 すで軍需省が作成 した ｢昭和 20年度物

資動員計画第二 猿四半期実施計画｣では､撫順炭 38,000トン､蛍石 8,500トン､関東州塩 37,GOO

トン､大豆 33,0榊 トンの合計 1粍500トンを､清 浄から37,000トン､藤津から 41,500トン､雄

基 か ら 3約00を輸送する計画に変更された 49'｡太豆粕 と北支欝士の輸送が放棄され､大豆が

33号000トン､関東州塩が 22,000トン､撫 順炭が 6,000トンなどが増加 されたO大豆､塩､石炭

の逼迫 した状況を示 してい る｡

表 2は 1945 (昭和 20)隼 8月の北鮮物動配船計画である｡羅津からは大豆､塩など 173,000

トン､清浄か らは大豆､塩､銑鉄､鉄鋼など 52,720 トン､義山からは塩など H ,200 トン､そ

の ほ か 雄基､城津､興南､墨湖津から輸送す る 計 画であった｡また北鮮-は新 潟 ､ 伏木､敦賀

などから資材などを輸送する計画であった｡ 8 月の汽船による ｢船積み輸送予定 ｣ によると､

本土水域､北方水域､南朝鮮､北朝鮮の全輸送予定は 836,760 トンであった｡北朝鮮からは食

橡､食塩､石炭などを中心に全輸送の 39パ-セン トを予定 していた 鮒 ｡ 日 本本土にとって最

ち:濫費 な 航 路 と な ったO

さ ら に 船 舶 に よ らない輸送方法 として大陸物挺放流還送試験が実施されていた｡三岡健次郎
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表2 昭和20年8月北解物動配船計画 酬立:トン
北鮮諸港からの物動配船計画 北鮮諸港-の物勤配船計画

搭載地 計画品目 積商 揚陸地 搭載地 計両品目 積商 揚陸地 搭載地計両品目 欄高 揚陸地

雄基 石炭 3.500新潟 清津 大豆 13,OHO新潟 船川新潟 資材 2,000清津

3,100酒田 7,1いい敢刊 資材 4,000羅津

大豆i 14,loo新潟 う十二0い伏木 硫化鉄 2,500興南
3,000酒田 3,旦OO舞鶴 800羅津
2,900伏木 豆,500七尾 硫浜 400清津

計 26,600 極東 300典 E 300輿南

特殊鋼 500伏木 城津輿南元出塁湖津マグサイト 2,300酒田 元山

斉豆 9,000伏乗~~岬 マグネシアクル叫 1,300i酒EES 麻袋 2,00針藤津

÷丁,MO伏木 計 エロロ E 5師羅津

塩 Ltg,誓書呂舶用 アルミニウム 400E敦賀 雁粉乳 ∃ 200属Id''rn新潟 マグネシウム 60日大木 】小口機械】 200聖経津
3,iaBM楢川 アセトン 10(‖敦賀 紙晶 】 700~羅捧

棉君 津)O伏木､七尾 蛍石 280(‖敦賀 伏木 卜褒上品 L 20針沼津豆粕 E2,000伏木､ヒ擢 黒鉛 E l,200新潟

新潟 黒鉛 2,600伏木 計 3500…

4,白扇す敦賀 特殊鋼 500新潟 硫黄 l 400l羅津

計 廿73,900 i【鶴 12,抑0直江津 藻工晶 300興南

黒鉛 t 250伏木 9,GOO伏木､新潟 uj:I装薬高下 600i確浄

美付 十 う0伏木 5,800酒田 資材 lO師羅浄
チッソライト磯 70索潟 3,400小樽 50亡再青棒

銑鉄 2,000は尾 ぎ3,000伏木 声 計 l4.50釧
1,450毒敦賀 二日ー0い敦賀 合計 毒26,600

練 3,450七尾 ∃2,600船川

塩 5,850新潟 汁 蔓5i,220
1,500敦賀 石炭 葦60OOE5,200新潟1,500酒田 伏木

l米 7,100舞鶴 計 ii1,20両

経:｢昭和20年8月北鮮物勤配船計血(20.7.25海遵総監部)≡(原掛山崎志郎縮捜婚将ヲ資敵組計癖資料窮ま損を昭和20年』現代資料出版､
2002年､575-578､585-586函)から作成o

大本営参謀 が主任

となり､朝鮮軍､

船舶部隊､三井物

産などの協力の下

で行われた｡ [ヨ本

海の航行が連合軍

の潜水艦の脅威で

殆 ど不可能 となっ

たため､大豆など

穀 類 の 輸 送 手 段

を､海流を利用 し

朝鮮東海岸か ら放

流 し､裏 日本に漂

着 させ よ うとい う

ものであった｡7

月 24 日に技術院

伊藤次郎参技官か

ら､機帆舟鋸こ大豆

を搭載 し､人力を

加えることなく約 iヶ月で裏 日本に漂着 した とい う報告があった 5王)0

6月 30日付けで陸海軍徴用船は一部南方地域にある船舶を除き全て解庸 され､国家船舶 と

して一元運用 された｡すでに多 くの船舶は連合軍の攻撃により失われてお り､南方諸航路は途

絶 した｡ さらに内地港湾及び沿岸航路 も連合軍の機雷敷設のため麻嫁状態 となってお り､海運

総監部による国家船舶の一元運営の目的を達することはできなかった 52)｡

;4･配船rJ)実車工

物資動員計画で日本海海上輸送の推移をまとめたい｡表 3でみることができるよ うに 旦9射

(昭和 16)年の ｢海上輸送物資数量詞｣に朝鮮炭では､墨湖 308,000トン､元山 10,000トン､

溝洲炭では雄基 42,000トン､鉄鉱石では､清浄 384,000トン､墨湖 26,000トン､元山 22,000ト

ン､鉄鋼では滑津 17,000 トン､肥料は興南か ら 摘5,000 トンの輸送が計画 されていたO 日 本海

を横断す る北鮮航路は既に物動計画の中に組み込まれていたのである｡ 表 4は物動閑係船の航

路別配船表である｡ 北鮮航路の 1銅l(昭和 16)年度第 小 四半期配船計画は 324,000重畳 トン

で全体の3.7%であった｡ これ は蘭鮮航路 とはほぼ同量であったが､中国航路 (南支 ･海南島､
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表3昭和16年品目稽地別馨輸送漁 船柵:T.トン

品目 晶種 穏地 車 霊 警 告

石炭 朝鮮庚 保山

鎮南補 552.3
墨湖 308.2
mit山 10.1
透腰丈ゝ_麗丞 窒 39,7
釜山 蔓 5
計 蔓 且128

清洲炭 大連(廿井{-)2 60臥5
雄基 量 42
惹鷹島 1i.5
海洲 8.5
計 670.5

鉄鉱石 舶鮮 滴沖. 384
墨潮 26
保山 ll
元山 22
漂潮旦｣畏 348
う.蒼｢ 768

銑鋼 浦津 17,7

絃;触音量】l院邪Jr瓢節一派r…】朋i†トノ､イ寿ぎ派横をl二輪iA物
衡数駄8弼落日1;ul粥､山崎,たこ郎細打1物常軌約割-L事妻実機i:鮮顔料
箭2容d'(観代史料IIu版､2()()′1号章二):39日う()′うどiL)か仁)作成｡

甲支､北文の各航路の合計)の 9分の 1､清洲航路の 3分 1

に過 ぎなかった｡42 (昭和 17)年度第 4･四半期には 射

(昭和 摘)年度第 4･四半期の 65%､43(昭和 18)年度

第 2･四半期 には同 じく 54%と大きく減 らしている｡ こ

れは甲地域航 路 ､ 乙地域航路に船舶が振 り向けられ た こ

と､ 日本海の浮遊機雷による気比丸の沈没事件 な ど の 結

果である考えらる｡陸送転移が碩極的に推進 され る と ､

南鮮航路は配船巌が増加 し､舶 (昭和 i9)年度第 3書四

半期には41(昭和 16)年度第 4や洞半期の 3,5倍､全航路

の 21%を占めたO北鮮航路 もこの時期配船 亀が増加 して

いる｡44(昭和 19)隼度第 3･四半期には 41(昭和 16)

年度第4｡四半期の 上9倍 ､全航路の 日 %を占めるに至っ

た｡甲同航路､南鮮航路など他が縮小 し､北鮮航路-の振替が増加 し､45(昭和20)年度第 1

･四半期では 908,000重畳トンが配船され､航路別では 24%を占め第 1位 となったo黄海航

路の中止が想定され更に北鮮航路-の需要が高まったが､日本海側諸港も機雷により封鎖 され

日本の敗戦を迎えた｡北鮮航路は大陸物際輸送での塵蛮性は増 したが､1941(昭和 16)年度

第 4四半期から45(昭和20)年度第 l四半期瑚詣ヨで580,000塵盈 トンの増加に過ぎないもので

あった｡全航路で 5,035,000塵巌 トンの減少を代替できるものではなかった｡
炎4物軌間係船航路別配船表 蝉イ在:T-蕊:執トン

u 構 文 合計
乙地域 差 輔 鮮 f 樺太巨南洋 ぎ弓北海道 九州 宏笠 計巨北鮮妻南断 章その他 小二亨 か湾

｣旦監度盛Ar.叩叩叩..叩,W 蔓2,511.2E957.4巨324.0妻335,0∃2.LO迅 929.0 47軌515i.CB 971.5.⊥"8nS旦=..L_MW…… 932.0妻8.8i4.78.SI領,7
17空虚蓋44390腿.i.-.星避退.835,6LBagiaiA oliLO7.1 851.6 50L5132.0 83.51え837.1 911,6773.68267.89.34呈.9
1郎‡癒節2378.8758.72.249.2p'5pI7m6..召175.2毒326,25294.0 795.4∃''義盲.MlmF633.0 50.91,360.2 643,7675.97.45i.78.589.2
i綱度節増さ325,03楓9き1.755.3日20.5B351,6 763,9.301.4i.416.9∃371.2】01.5 50.01471,5 650.1251.7ぎ6,488,77.122.6
i9年度前日2鞘2.2ニ34.3∃1.589,5妻35L6蔓385.6 850.3286.01.52l.92265.0485.0 1.26L0 499.3231,0き6.204.36.520.8
19年度窮2嘗5絶1蔦.う,CB∃1,0ま臥2着208.0茎409.3LO5L垂.j340.2i.803,6堅444.4172.2 641.9匡434.i217.0∃4.939.45.542.5
19年癒笥3日503∴き弧0喜8息邑.8h58.3ぎ622.7i.167,5211,32.001.5巨410.8 85.0 765,9g873.逢146.2∃5､252,9…5,596,2
l9年度第lH 巨760.5書273.9着831,呈 742,3喜265.7i.839.1g393.0 58,5 964.2ぎ90i.3蔓228.4室5.418,9妻5,418.9

技i:甲地域は口本圃がr皇言徹して減夏緒盲曹蔓政を項了いた蘭印･英領マレ--シアおよびボ′レネ*･フィリピンを､乙地域は他称7)を二権の存在を練が)た仏円いタイを指すし,
推2-｢物軌間係船航路削配船優概況J(｣A(､/l書くげジア轢史資料センタ-)RefCO8050CIOO800(6顔l健日)㌔r昭和22年6月船舶澄常会全史川音l編)卜川リj衛'HVJ"衡研究所日
より作成り

2 日本海海上輸送の運航体制

ここでは日本海海上輸送に関 して､運航体制がどのように変化 したかをみてみよう｡

仁‖ 船舶運営会の運航体制

ア 運航実務者制度の変遷

運航実務者には､王942(昭和 17)牢 l月現在に 50,000重畳 トン (軍徴傭船を含む)の船腹

を運航し､これに相応する運航施設を保有する運航業者が充てられた｡4月 1日第 1次として

大型船実務者40社が指定 され､その後大連汽船が追加された｡5月第2次 として小型実務者 17
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社､7月には第3次として機帆船実務者l社が指名されたO運航実務者 は船舶運営会の配船命
令に基づき船長に対して航海指令を行い､船積陸揚荷受荷渡しの指令､船積証券類の発行､運
賃の取り立てなどを行った53)O対象となる船舶は逓信大臣からの使用命令書 によって国家使周
とされ､これを船舶運営会に貸落し運航させた5尋)O船主は､運営会から一定 の 船 舶 使 用 料 を受
け取るだけの船舶所有者となった｡また海運企業は､運営会の運航実務者とな り ､ - 定 の事務
処理手数料を受け取るだけとなり､企業の自主的な経営活動は完全に停止 した 55'｡
1943(昭和 18)年 3月に は ､運航実務の統一的効率的な運営を目的として運航実務者五班
制度が実施されたO運航実 務 者 60 社 を 組 織 ､ 機能､資本系統など考慮し 5班に分け､班長は

逓信大臣が指名 した｡班 は 実 務 者 処 理 事 務 を 協 同 で行い､東京に共同事務所を設置 した56'｡

同年 7月には ｢船舶運航 体 制 緊 急 整 備 要 領 ｣ が 実 施され､船舶運営会の改組､運航実務者の

集約､船員の募集養成機 構 の 整 備 が 図 ら れ た ｡ 運 航 実務者五班制度は廃止された｡運航実務者

を､中核となる定期船 7 社 ､ 不 定 期 船 8 社 ､ 油 槽 船 5社及び特殊船 2社の計 22枚に集約 し､

少数実務者による運航責任 制 を と っ た ｡ 小 型 船 及 び 機帆船実務者は付属実務者として 22社に

所属させた｡運航実務者 を 取 り 消 さ れ た 者 の 船 舶 は新たな運航実務者に割 り当てられた 57)O海
運業界の全面的再編成が行 わ れ た 矧 ｡

1945(昭和 20)年 4月運航 実 務 者 制 度 が 廃 止され運航実務が船舶運営会直営となり､船客

事務一切も直営となった｡運航実務者の現場施設並びに要員を吸収 し船客引受その他-切の業

務を自営とした｡東亜交通公社と契約を締結 し5月以降乗船切符類を販売させた59)o

船舶運営会は船客の計画輸送及び輸送調整を実施 してきたが､犠牲を最小限度に止めるため

婦人､小児､老人 ､ 病 弱者の渡航の自制と､婦人及び小児船客の各船定員の 1割 5分程度に抑
制する措置を採った 60)o

(2)日本海汽船株式会社

ここでは､日本海航路を運航 した日本海汽船について検討 したい｡

日本海汽船は 豆938(昭和 拍)年 目 月 11日に ｢東北清洲裏日本交通革新並びに北鮮 3港開

発に関する件｣に基づき設立が閣議決定された日本海横断航路を統制する国策会社であった｡

北 日本汽船株式会社の定期航路を根幹とし大連汽船株式会社と朝鮮郵船株式会社が加わった 3

社連合の新会社であった.翌 39(昭和 14)年 12月 19日に北日本汽船社長を発起人総代とし

て発起人総会が開催され､日本海汽船株式会社が誕生した｡翌 40(昭和 旦5)年 2月 呈1日に営

業を開始した｡幹線航路のうち､敦賀-ウラジオス トク線は 1941(昭和 16)年 6月 22日に独

ソ戦争が勃発 して貨物が途絶えたため同年 呈0月に中止された 引)0

ア 運航実務者

1942(昭和 17)年 4月 1日に日本海汽船株式会社も大型船実務者として指定され､運航実
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務者 として日本海航路の運営業務 を継承 したo翌 43(昭和 18)隼 3月の運航実務者五班制度

の実施に伴い､大阪商船 を班長 とする第 2班に編入された｡同年 8月には中核運航実務者とし

て定期船 7社 用 本郵船､太阪商船など)の l社 となったOまた ｢船舶運航体制緊急整備要領｣

による海運業者の整備統合U)際も､統合されることなく弧等当の運営を行ったoこれは､新潟､

敦賀港などと北鮮 8大陸を結ぶ唯一和讃策定期船会社であったことによる 6㌔
イ 保有船舶の推移

Eヨ本海汽船創立時の保有船舶は､月山丸 (総 トン数 4,515 トン)､はるぴん丸 洞 5,167 ト

ン)､気比丸 く同4,522トン)など貨客船 9隻 (3i,753総 トン)貨物船 2鷺 (7,13i総 トン)で

あった｡アジア や太平洋戦争中に建造取得した船舶は､貨物船 13饗 (22,9掴 総 トン)であっ

た｡また喪失 した船舶は貨客船 7餐 (23,384総 トン)､貨物船 7健 (16,385総 トン)であった｡

このほか i941(昭和 漫6)年 豆1月に気比丸を触雷で､煙台丸､月山丸など4饗を敗戦後残存機

雷で喪失 した｡これ らを合わせると 19饗 55,371総 トンの船舶を喪失 した｡

り 会社経営状況

衷 5は日本海汽船の経営状況を損益計算書で表 したものである.撃徴騰船舶を除く全船舶が

表5日本海汽船株式会社経営状況(損益計算藩) iii位:m

期 別 ≧ 2､3期期 間 卜篭 芸..311 6､7期 8､9期 川､11期
17.4.仁 lh 1.i lリ.乳 1
呈臥 :3∴う1 19.3.31 20.3∴ヨl

L 声や 恒 ,023,7096,554,86針6凍17凝75,872,736

実L:t慧艶 52;9;2g≡憲 呈,207,96告 白,568
昔37,832‡
局,532,200j5,醐7,8摘 十0Lに,971

【㌢≡収入手数料 346,908j854,577…53増,Oらl

志望.鰭 ;2,320,00針2,190,31狛2,588,2192,4i8,021678,260 754,58狛 976,73且1,172,552
｣訳当期利益 970,l65 i,063,245日,Ion,692 778,291

注l:本来年2日llの決算であるが､2期分を合計して表示した｡(原表の注のとおり)
注2.日本海汽船株式会社社史編幾委員会FE3本梅汽船株式会社五卜年史』(i990年)
21O-211藷から作成｡.

国家使用船 となった 壬942(昭和 け) 年 4

月以降は収入に占める貸船料は 1942 (昭

和 17)年度 6軌五%､43(昭和18)年度 77,7

%､綱 川雷和 19)年度 68,2%を占めた｡

また収入手数料 も 1942(昭和 17)年度 5.3

%､43(昭和 18)年度 133 %､44 (昭

和 19)年度 9.i%を占め､船舶を所有

する海運業者は､大部分の収入を貸船

料 と手数料 とす る企業 となったのであ

るO また､この間､毎期年 4分の配当

を継続 した63)｡当期利益に対する配当金の割合は年度毎に高くな り､19姻 (昭和 悌 年度は 77.1

%に達 してお り､配当率を持続させようとする姿勢が伺われる｡44 (昭和 19)年度 上期の主

要海運会社の配当率は日本郵船8%､大阪商船 8%､山下汽船 8%､川崎汽船 10%などであ

った 鰍O海運業者は経営の自由は失っていたが､収益は確保 していたと考えることができるO

3 日本海海上輸送の某 fLI.i;蔓と地域への影響

ここでは輸送の実態 に つ いて､JACA鋸 アジア歴史資料センタ-)の ｢大東亜戦争徴傭船舶

行動概見表｣(防衛省防衛研 究所)などの資料を使用 し検討を試みたが､且942律召和 17)隼の

記録がほとんど見当たらないため､限られた資料での検討である｡
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日 )日本海定期航路

最初に日本海航路新潟北鮮線についてみてみよう01943(昭和 18)年 4月 30E3か ら44 (昭

和 19)年 5月 29日の間,白山丸 は 本海汽船所有､貨客船､4,361総 トン)が運航 した｡新

渇-羅津一滴津間を 36往復､新潟からは旅客 19,640人､鱒物 90,724トンを､羅津 再青棒か ら

は旅客 13,145人､貨物 量03,540トン輸送 した｡ほぼ 10日間隔であった｡44(昭和 19)年 2月 29

日から7月 12日の間は月山丸 ほ 本海汽船所有､貨客船､4,525総 トン)が新潟-羅津問を 13

往復 しているO人員､貨物敦盛とも不明である044(昭和 19)隼 4月 20日か ら7月 7日まで

は暗線丸 (大阪商船所有､客船､7,363総 トン)が､新潟一躍津を 10往復 している｡具体的な

記教はないが旅客を輸送 したものと考えられる｡7月 旦6日か ら 8月 2日の間は清洲丸が新潟

図1 日本海地域図 -羅津問を 2往復 し

本 海
管

享
ノ

-

ー
l

/

,

＼

1.

浪

′

-

注:｢海上交通保護担任区域図｣(『戦史叢書海上 護 衛 戦 』 附 図 ) よ り作成｡

旅 客 ､貨物 を輸 送 し

たし_.44(昭和 19)牛 12

J]18日から45(昭和

20)年 1月 25日の間､

再び 白山丸 が新 潟 -

羅津､新潟-滑津を 3

往復 し旅 客 ､雑 貨 を

輸送 した O また雲仙

丸が 1月 15日に新潟

か ら羅 津-旅 客 ､雑

貨を輸送 した｡2月 1

日か ら 4月 12日は筑

前丸 が新潟 -羅 津 -

滑津間を 7往復 し旅

客､貨物を輸送 した｡

次 に敦賀 北鮮 線 に

ついてみてみよう｡1944

(昭和 19)年 2月 28日から7月 10日の間 清 洲 丸 (日 本 海 汽 船所有､貨客船､3,053総 トン)

は､敦賀一滴津-羅津間を定期船 として 16往 復 し 旅 客 ､ 貨 物 の 輸送を行った｡3月 豆7日か ら5

月 20日までの間､雲仙丸 ‖]本郵船所有､貨 客 船 ､ 3,150 総 ト ン)は敦賀-清浄一躍津を4往

復 し､敦賀からは旅客､雑貨､軍用品を､羅 津 か ら は旅客､大豆､雑貨を輸送 した｡8月 23

日から翌 45(昭和 20)年 1月 17日まで筑前丸 く東東海運所有､貨客船､2,448総 トン)が敦

賀-清浄一躍津間を 呈3往復 し､旅客､食糧､雑貨輸送を行 ったO人員､数量は不明であるo 1
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月 26日から4月 30日までの間敦賀 -滑津 一躍津を 15航海定期船として旅客､雑貨を輸送 し

たご

豆942川召和 17)年の資料がなく､また旅客人数や積凝貨物の数最が記載されていないもの

が多く､定期船の運航状況の全貌は把握できなかった｡ しかし1945(昭和 20)年 4月 30日ま

では配船されていた具体的な船舶の状況を確認することができた｡

(2)日本海貨物輸送

まず新潟を中心に配船された船舶についてみてみよう｡1943印書和 1郎 年 8月 4日から 11

月 9日の間､煙台丸 (日本海汽船所有､貨物船､3,46号総 トン)が､墨湖津-新潟､元山-蘇

潟､滑津商港-新潟を各 1回運航 し､7,370トンの貨物を輸送したO翌舶 (昭和 1郎 年には､一

月 10日から7月 23日の間新潟-清浄-羅津を 9往復し､新潟から 13,269トン､朝鮮からは

37,720トンの貨物を輸送 した04月 18日から 8月 9日の間には祥保丸 (日本郵船所有､貨物

船､1,327総 トン)が､新潟-輿南-墨湖津-七尾を3往復 し､新潟からは興南に硫化鉄鉱を､

墨湖津からは七尾に石炭 (無煙炭)を､元日月ヒ港から敦賀に石炭を輸送した｡11月 2日から12

月 9日の問花咲丸 川 本郵船所有､貨物船､i,643総 トン)は新潟-羅津 -清浄を 4往復 し､

貨物U)輸送を行ったO旦2月 12日から 12月 31日にかけ煙台丸が藤津-伏木-新潟-羅津を l

往復 し新潟から瑚 69トン､羅鍵から3,630トンの貨物を輸送したo翌 45(昭和 20)年には 2

月 21日から4月 20日の問図研丸 (日本海汽船所有､貨物船､2,220総 トン)が新潟-羅津間

に配船され 3往復 したO新潟からの貨物は､洋紙､銑鉄､軍被服､機械､縄､雑貨など､藤津

からは大豆､銑鉄､ 要 塞 包 (付属晶共)などであった｡

伏木を中心に配 船さ れ た北鮮 丸 ‖]春海汽船所有､貨客船､2,256総 トン)は 1944(昭和 19)

隼 3月 IE3から5月 24日の問滑津-羅津一伏木一七尾を5往復､5月 28日から7月 29日の間

伏木-清浄--羅津間を 7往復 した｡雑貨輸送であったが数蚤は不明である｡翌 45(昭和 20)

年には 2月 2日から4月 2豆E3の間､花咲丸は伏木-七尾一滴津-羅津を4往復 した｡伏木 書

七尾からは雑鰭 2,862トン､滑津からは銅片 665トン､銑鉄 315トン､雑貨 410トンを､羅津

からほ大豆粕 2,223 トン ､ 大豆 1,155トンを輸送した｡

敦賀を中心 に 配 船 さ れ た 越 海 丸は牽捕船で日本海汽船が所有していた 2,987総 トンの貨物船

であった｡1943 (昭 和 i8) 年 3月 15日から4月9日まで羅津-敦賀-滑津間を2往復､4月 11

日から7月 1日までは羅津-七尾-敦賀一滴津間を6往復､7月 20日から7月 28日の問伏木

一滴津-敦賀を 豆往復 し､翌 姻 (昭和 19)年には 5月 15日まで敦賀一滑津-羅津間を 16往

復､さらに 8月 6日まで七尾一滴津-羅津間を8往復 した｡貨物の晶種は不明であるが､日本

からは 50,673トン､朝鮮からは89,132トンを輸送したO

淡島丸 (岡田商戦所有､貨物船戦時標準船 2 E型､887,98総 トン)は 194堵(昭和 19)年 7
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月 8日から45 (昭和 20)年 5月 31日までの間､新潟-羅津 -滑津のほか羅津 -伏木､敦賀 -

羅津を 7往復 し､ 日本内地から8,120トン､朝鮮から10,312トンの貨物 を輸送 した｡

墨湖津を中心に配船 された三福丸 (川崎汽船所有､貨物船､1,21且総 トン)は 1銅3(昭和 1郎

年 12月 22日か ら翌 44(昭和 ま9)年 且1月 21日の問に､澄1回日本海を往復し､新潟か ら酋湖

津に硫化鉄鉱 且,600トン､羅津に小麦粉及び雑貨を 1,731トン､墨湖津から 11回にわた り無煙

炭 18,185トンを新潟､伏木､七尾､宮津に､羅津からは石炭が2回新潟に輸送された｡また 45

(昭和 20)年 2月 及2日から3月 10日の問日本海を 2往復 し墨湖津から新潟 ･七尾に無煙炭

3,400 トン輸送した｡また正和丸 (川崎汽船所有､貨物船､ま,326総 トン)も墨湖津を中心に配

船され､44(昭和 19)年 4月 i5日から5月 22巨∃の間､墨湖津と七尾､伏木､新潟を 4往復

し､無煙炭 6,750トンを輸送した｡7月 5日から 1豆月 4日の間､墨湖津から8回七尾､新潟､

敦賀､伏木に向け無煙炭を､元山からは大豆 1,700 トンを伏木に､石炭を新潟に輸送 した｡ま

た新潟から興南へ燐鉱石 1,700 トンを輸送した｡この 1回を除き､日本から朝鮮-は空船で

向かっている｡

滑津に配船された金立山丸 く鶴丸廉太郎所有､貨物船､1,370総 トン)は 1銅5(昭和 20)年 1

月 30日から4月 30日の間､新潟 e敦賀 ･伏木 な どと清浄を 6往復し､滑津か らは銑鉄 3,830

トン､軍需品 900 トン､ ドラム缶 5,500本が輸送 され､新潟から軍需品､雑貨な ど､敦賀から

雑貨 536トンが輸送された｡

比較的長期間配船された船舶を中心に検討してきたが､積載 貨 物 の 品 種 ､ 数量が必ず しも記

載されておらず全貌の把握は困難である｡墨湖津や元山からの 石 炭 や 滑 津 か らの銑鉄などが確

認された｡新潟から興南に向け硫化鉄鉱 が輸送されているが､ こ れ は 陸 送 転移 により青 森 県 鮫

から新潟に鉄道輸送されたものである｡

(3)軍需品輸送

軍需 品輸 送 の実績についてみてみよ

うO軍需品は､大陸か ら内地-の輸送

を運送､内地から大陸-の輸送を前送

と呼んだO表 6は 1945 (昭和 20)年 7

月の輸送実績 であ る｡ 軍需品の 区分で

は弾薬が 2臥6%､原材料が 26.1%であ

った｡搭載地では北鮮 の羅津が 57.8%

と過半を古め､揚 陸地 では伏木が 33,7

泰6 昭 和 2 0年 7 月 還 送 軍 需 品 輸送実績 単駄 トン

計画量 莱中旬 席上旬 下旬 計

軍 需品の区分 燃 料 30,趨72 4,098 3,126 7,957 15,181

弾薬 42,310 7,331 10,940 9,986 28,257
原材 料 4,複02 18,79且 4,403 2,554 25,748
橿 練 ま0,000 軌535 8,342 512 17,389
其 ノ他 12,920 4,914 3650 3,552 l∴llG
計 100言04 43,669 30,461 24.561 98,691

北 鮮 羅 津 - 22,223 22,453 12,128 56,804

の 搭載地 清 津 - i,863 i,988 4,3は 8,167
元 山 - 1.085 1.085

主な 伏木 ー 13,915 9,820 9,533 33】268
揚陸 新潟 - 7,282 12,580 7,〔=l 26,873

症:｢七月中還送軍需品輸送実績｣(昭20.8.も第 号一課)(原朗･山崎志郎編『後期物
資動員計 画資料第14巻昭和20年 』現代資料出版､2002年､546虞)から作成｡

%､新潟が27.2%､舞鶴が 15.5%を責めた｡

軍は日本の沿岸に残存している大型船に北鮮回航を命 じた｡これは食梅輸 送 ､工場疎開の促
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進 と､本土に接近 した敵機動部隊からの退避のためでもあった｡息945(昭和 20)年 7月､襟

裳丸､延宝丸､枝光丸､松浦丸､大阪商船のめるぼるん丸などが羅津に回航 された｡松浦丸は

朝鮮東岸梨津湾南岸で岩礁に接触 し浸水 したため7月 30日任意坐洲をした｡襟裳丸､枝光丸､

延宝丸は羅津に到着 したoS月 9日積荷中の襟裳丸はソ連の空襲を受け翌 柑 日再び空襲を隻

け 沈 下 した 6㌔ 枝光丸は 7月 23日､清洲に疎開する軍需工場の機械類約 2,000トンを搭載 し､

ま た 工 場 関 係 者､軍人軍属約 700人を乗せていた｡羅津港が内地か ら到 着 した工場 疎 開 の輸送

船 や ､ 退 避 してきた船舶で混雑 していたため､7月 26日雄基に回航 し便 乗者を下 船 させ た｡8

月 1 日 羅 津 港に係留していたが 8月 10日ソ連機の空襲のため大破 した 66)｡

まとめ

これまでみてきたように､日本および朝鮮の日本海沿岸地域を結ぶ 日本海海上輸送は､アジ

ア 8太平洋戦争が始まる以前から---HHA産駿の輸送は行われていたOこれ らは物資動員計画のなか

に組み込まれていたが､注 目を引くものではなかったo 日本海の浮遊機雷が問題 とな り寧ろ利

周を敬遠するような状況が生まれていた｡配船の縮小は地域に大きな影響を及ぼした｡1942(昭

和 17)年 6月 10日開催の第四回全鮮貿易大会や 7月 10日開催の北鮮商工会連合会第三回定

期総会 で､清浄商工会議所は､関釜及び大連航路の輸送緩和のため ｢日本海航路の活用並に北

鮮 関PEB及阪神線の復活｣要望を提案 している各フ)O運航状況が円滑でなかったため滑津商工会議

所 は ｢日本海航路は北鮮並に東北渚洲の大動脈 として､躍進途上にあるこれ ら諸地域の産業開

発 F重要なル- トとされてゐるが最近配船がとみに円滑を欠いでお り､これが影響は甚大なも

の｣であり､朝鮮総督府､日本船舶運営会､日本海汽船等の関係機関に円滑な配船を陳情要望

した｡朝鮮総督府逓信局の回答は､｢-.大型船舶 は 内地 の 産 業 設 備営団を通 じて購入するこ

とに決定をみてゐるが､目下の情勢では南方 - の 重 点 配 船 に よ り 鮮 内- の 割 当は当分の間至難

であるので､当面の対策 として小型木造船 ( 百 噸 乃 至 二 百 噸 ) を 鮮 内 で 建 造 す る｡二.重要物

資の輸送については特に不定期船を臨時増 配 す る｣ と い う も の で あ っ た 68)0 4 4 (昭 和 潮 年

に入ると､陸送転移が徹底 し､南鮮航 路 へ の 配 船 が 大 幅 に 増 加 し て い るo 北 鮮 中 継 も 南 鮮 中継

とともに注目を集めはじめたのである｡

1944(昭和 潮 年度内地主要中継 港 の 綜 合 中 継 能 力 は ､ 新 潟 港 は 月 間 2 号8 ,10 0 ト ン で こ れ は

大阪港の 506,50鋸こ次ぐものあった｡ E] 本 海 側 諸 港 の な か で は 新 潟 港 に 次 いで伏木港が 134,200

トンであった69)｡新潟港と伏木港が 日本 海 側 の 拠 点 港湾 となっていたO

朝鮮の無煙炭､鉱石な ど地 F資源や銑鉄､清洲からの大豆､太豆粕､雑穀などが北鮮中継 と

され､日本海海 上 輸送の墓 要性 が高まった045(昭和 20)年度第 い 四半期には配船 が 全 航 路

の 24%を占め るに至 った｡ さらに黄海航路の中止などにより配船の責め る 割 合 は 上 昇 し た も

の と考えられる｡ アジア8太平洋戦争期の日本海海上輸送は､ 日 本 の 敗 戦 が 近 づ く に し た が っ
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て重要性を増したものと言える｡

<注>

i)古川由美子 ｢アジア ･太平洋戦争中の日本の海上輸送力増強第｣(平成 豆5年度一橋大学博士学位論文､

2004年)2頁｡

2)井上光貞 ･永原慶二 ･児玉章多 ･大久保利謙編 『革新と戦争の時代』 日本歴史大系普及版 17川Hjj日

用版社､1997年)323-329頁O

3)古川由美子 ｢アジア .太平洋戦争中の日本の海上輸送力増強策｣平成 15年度-橋大学博士学位論文

要旨0

4)石井照久 『海運統制法論』(岩波書店､19舶 年)21頁｡

5)郵政省編 『戦時海事行政史』(日本海事振興会､1963年)3頁0

6)同上､6頁｡

7)田中申- 『日本戦争経済秘史』(コンビュ-タ ･エージ社､豆975年)151頁0

8)｢昭和 16年度第四､四半期物資動員計画策定要領 (案)｣(原朗 ･山崎志郎編 『物資動員計画墓要資料

第2巻昭和 16年』現代資料出版､2004年､369貢)｡

9)｢昭和十七年度物資動員計画説明｣(原朗 書山崎志郎編 『物資動員計画重要資料第 3巻昭和 17年上半

期』現代資料出版､2004年､68貫)0

10)企画院第六部 ｢朝鮮積A船利用二関スル実施計画｣昭和 17年 7月21日 (同上､437-439頁｡)

ll)小林英夫 F星5年戦争下のE3本経済 -物資動員計画と生活力拡充計画を中心に-｣(『駒滞大学経済

学論集』16魯1号､豆984年 6月)74-75頁｡

12)｢最近二於ケル鉄鋼､アル ミニウム生産状況並鉄鋼減産補填対策｣企画院 18.6.29(原朗 ･山崎志郎

編 『物資動員計画重要資料第4巻昭和 17年下半期以降』現代資料出版､2004年､285貢)0

13)前掲 『戦時海事行政史』4頁0

14)特殊な事務を掌理させるために､府および省に置かれる国の行政機関｡各大臣の所轄の frに属する

が､通常の本省内部部局と異なりこれと並立する｡(我妻栄編 『新版新法律学事典』(有斐閣､1972

年)84 頁｡

15)米田富士雄遺著 『現代 日本海運史観』(海事産業研究所､1978年)376頁｡

16)同上 『現代 日本海運史観』361頁O

量7)松好貞夫 .安藤良雄編著 『日本輸送史』ほ 本評論社､豆971年)443頁｡

18)市川猛雄 『国家管理化の我海運 -船舶運営会の解説-』(商船光洋会､1942年)188-189責｡

19)新潟市編纂 『新潟開港百年史』(新潟市､1969年)337藷｡

20)井川宏 ｢戦時の海運統制｣『DCR年報2002』(デフェンスリサーチセンタ-～2003年)3頁0
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22)石川準吉 『国家総動員史 資料編第九』(国家総動員史刊行会､1980年)1379頁 0

23)JACAR:CO8050000800(第35画像 目)

24)JACAR:CO8050000800(第3L)画像=)

25)JACAR:COSO50000800く第 3も35画面)

26)参謀本部所蔵編 『敗戦の記録』(明治百年史叢書､原書房､1979年)5頁0

27)同上､11頁0

28)同上､9-14頁｡

29)同上､摘6-147頁｡
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